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平成３０年３月２７日 
各 位 

会 社 名 有 機 合 成 薬 品 工 業 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長執行役員 松井  勝 

(コード番号 ４５３１ 東証１部) 

問合せ先 代表取締役専務執行役員 山戸 康彦 

 (ＴＥＬ ０３－３６６４－３９８０) 

                                  
 

株式の売出し及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

当社は、その他の関係会社に該当するニプロ株式会社より、同社が所有する当社普通株式

の一部を、市場外取引により、長瀬産業株式会社に対して譲渡（以下「本株式譲渡」）する

旨の報告を受けました。本株式譲渡が当社普通株式の売出しに該当するとともに、その他の

関係会社に異動が生じる見込みとなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．株式の売出しについて 

（１）売出しの要領 

売出株式の種類及び数 当社普通株式 1,098,700 株 

売 出 人 ニプロ株式会社 

売 出 価 格 1 株につき 350 円 

売 出 価 額 の 総 額 384,545,000 円 

売 出 方 法 ニプロ株式会社による長瀬産業株式会社に対する、市場外取引に

よる当社普通株式の譲渡 

申 込 期 間 平成 30 年 3 月 27 日 

受 渡 期 日 平成 30 年 3 月 30 日 

申 込 証 拠 金 該当事項はありません 

そ の 他 上記については、金融商品取引法に定める有価証券通知書を提出

しております。 

 

（２）売出しの目的 

ニプロ株式会社と長瀬産業株式会社との間で、当社普通株式を市場外取引により譲渡する

ことが合意されたことから、関係法令の定める手続きとして、売出しにより譲渡を行うもの

であります。 

 

 

２．その他の関係会社の異動 

（１）異動に至った経緯 

前記「１．株式の売出しについて」に記載する本株式譲渡の完了により、以下のとおりそ

の他の関係会社の異動が生じる予定です。 
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（２）ニプロ株式会社の概要 

（１） 名 称 ニプロ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市北区本庄西三丁目９番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐野嘉彦 

（４） 事 業 内 容 
医療機器、医薬品及び医療用硝子・魔法瓶用硝子等器材品の

製造販売 

（５） 資 本 金 84,397,840 千円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和２９年７月８日 

（７） 連 結 純 資 産 194,915 百万円（平成 29 年 12 月 31 日現在） 

（８） 連 結 総 資 産 846,628 百万円（平成 29 年 12 月 31 日現在） 

（９） 大株主及び持株比率 日本電気硝子株式会社（12.86%）（平成 29 年 9 月 30 日現在）

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 株 主 の 関 係 

資本関係
当該株主は当社の発行済株式の 20.00%を所有

しております。（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

人的関係 当該株主との人的な関係はございません。 

取引関係
当該株主とは医薬品事業で業務提携しており、

当社は医薬品原薬を供給しております。 

 

（３）異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 

(平成 29年 9月 30日現在) 
その他の関係会社

43,950 個 

（20.18％） 
― 

43,950 個 

（20.18％） 

異動後 ― 
32,963 個 

（15.14％） 
― 

32,963 個 

（15.14％） 

※1. 当社の平成 29 年 9 月 30 日現在における発行済株式総数 21,974,000 株から議決権

を有しない株式として 196,700 株を控除した総株主等の議決権の数 217,773 個を

基準に算出しております。 

※2. 議決権所有割合は小数点以下第 3 位を四捨五入しております。また、異動後の所

有割合については、平成 29 年 9 月 30 日現在の総議決権数を基準としています。 

 

（４）異動年月日  平成３０年３月３０日（予定） 

 

（５）開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

該当事項はありません。 

 

（６）今後の見通し 

今回の異動は、当社とニプロ株式会社の医薬品事業における業務提携に何ら影響を及ぼ

すものではなく、今後も互いの技術力を始めとする各種経営資源を活かしたシナジー効果

を発揮すべく、引き続き良好な関係を維持していきます。 

なお、今回の異動が当社の業績に与える影響はございません。 

以 上 


